
 

 

 

 

 

 

 

 

燕市 公共施設等総合管理計画 

【基本方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年３月 

（令和７年３月 補訂） 

  



 

目 次 

1 章 はじめに ............................................................ 1 

1-1 背景と目的 .................................................... 1 

1-2 対象施設 ...................................................... 1 

1-3 計画期間 ...................................................... 2 

2 章 現況と課題 .......................................................... 3 

2-1 社会状況の変化 ................................................ 3 

(1) 将来人口予測...................................................... 3 

2-2 市有施設の現状 ................................................ 5 

(1) 建物系施設 ....................................................... 5 

(2) インフラ施設..................................................... 10 

2-3 財政状況の変化 ............................................... 13 

(1) 歳入の推移（普通会計） ........................................... 13 

(2) 歳出の推移（普通会計） ........................................... 14 

(3) 歳入の中長期見通し（一般会計） ................................... 16 

(4) 歳出の中長期見通し（一般会計） ................................... 17 

2-4 将来更新費用の推計 ........................................... 17 

(1) 建物系施設 ...................................................... 17 

(2) インフラ施設..................................................... 20 

3 章 公共施設等管理の基本方針 ........................................... 21 

3-1 建物系施設 ................................................... 21 

(1) 基本的な視点..................................................... 21 

(2) 具体的な取組内容 ................................................. 22 

3-2 インフラ施設 ................................................. 25 

(1) 基本的な視点..................................................... 25 

(2) 具体的な取組内容 ................................................. 25 

3-3 公共施設等総合管理計画の進行管理について ..................... 26 

(1) 公共施設等総合管理計画の位置付けと進行管理 ....................... 26 

(2) フォローアップの実施について ..................................... 26 

4 章 推進体制 ........................................................... 27 

4-1 推進体制の構築 ............................................... 27 

(1) 全庁的な統括..................................................... 27 

(2) 公共施設等全般の統括 ............................................. 27 

(3) 情報管理・共有化の必要性 ......................................... 27 



1 

 

1章 はじめに 

1-1 背景と目的 

燕市では、多様な行政需要に対応するため、これまで小中学校や福祉関係施設、

庁舎など、多くの公共施設等（注１）の建築物を建設してきました。 

今後、少子高齢社会の進展や人口減少社会を迎える中で、老朽化した公共施設の

建て替え等が一時期に集中することで、財政を圧迫することが懸念されるとともに、

道路、橋りょう、上下水道などのインフラ施設についても、既存施設の老朽化対策

が、大きな課題となってきます。 

また、公共施設等の維持更新に充てられる経費の大幅削減が必要になると見込ま

れることから、維持更新に係る経費の縮減と平準化を図り、財政負担を軽減する必

要があります。 

これらのことを踏まえ、今回策定する「燕市公共施設等総合管理計画」は、市内

全ての公共施設等の現状を把握するとともに、今後の対策について、考え方や方針

を取りまとめるものです。 

 

1-2 対象施設 

本市が保有する全ての公共施設等（公共施設（注２）（建物系施設）およびインフラ

施設（注３）（道路、橋りょう、上下水道など））を対象とします。 

 

 

 

（注１）公共施設等：いわゆるハコモノの他、道路・橋りょう等の土木構造物、公営企業の施設（上水道、

下水道等）、プラント系施設（廃棄物処理場、斎場、浄水場、汚水処理場等）等も含

む包括的な概念です。（総務省「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」

（H26.4.22）より） 

（注２）公 共 施 設：いわゆるハコモノ等を指します。本管理計画における公共施設は、庁舎等施設(市

役所)、集会施設(公民館等)、文化施設(文化センターや図書館等)、スポーツ施設(体

育館等)、医療保健福祉施設(保健センター、福祉会館等)、保養観光施設(温泉保養セ

ンター等)、産業振興施設(産業会館等)、市営住宅等施設、消防施設(消防署、ポンプ

小屋等)、児童福祉施設(保育園等)、学校教育施設(小・中学校等)、公園施設、教職員

住宅、その他施設(駐輪場等)、インフラ系関連施設(ポンプ場や浄水場等の建物)、環

境衛生施設(リサイクルセンター等)を含みます。以下、本管理計画ではこれらをまと

めて「建物系施設」と呼びます。 

（注３）インフラ施設：インフラストラクチャー（Infrastructure）の略です。本管理計画における イン

フラ施設は、道路(一般道の他、農道、林道も含む)や橋りょう、下水道管、上水道管

を対象とします。 
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1-3 計画期間 

公共施設等のマネジメント（注４）においては長期的視点での取り組みが必要である

ことから、計画期間は平成 27 年度(2015 年度)から平成 56 年度(2044 年度)までの 30

年間を計画期間とします。 

ただし、計画期間内であっても、必要に応じ適宜見直しを行うものとします。 

 

 

 

（注４）マネジメント：本管理計画では、公共施設等を自治体経営の視点から総合的かつ統括的に企画、

管理及び利活用する仕組みのことを指します。（参考 一般財団法人地域総合整備財

団ホームページ） 
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2章 現況と課題 

2-1 社会状況の変化 

(1) 将来人口予測 

燕市の人口は、平成 12 年まで増加を続けてきましたが、平成 13 年以降は減少傾

向に転じ、平成 25 年 3 月に公表された国立社会保障・人口問題研究所の予測による

と、平成 52 年には約 63,000 人となり、平成 22 年の約 82,000 人から、23.5%減少

すると見込まれています。 

 

図表 2-1 燕市の人口推移 

 
出典：総務省統計局「平成 22 年国勢調査」（http://www.city.tsubame.niigata.jp/content/100524743.pdf） 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口－平成 22（2010）～52（2040）年－」

(平成 25 年 3 月推計)

（http://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson13/3kekka/Municipalities.asp） 
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年齢構成別人口については、年少人口(15 歳未満)が、平成 52 年には約 6,000 人(総

人口の 9.8％)となり、平成 22 年の約 11,000 人(同 13.3％)から、43%減少すると予測

されています。 

一方、高齢者人口(65 歳以上)は、平成 52 年には約 24,000 人(同 38.0％)となり、

平成 22 年の約 20,000 人(同 25.0％)から、16%増加すると見込まれており、少子高

齢化が一層進むものと予測されています。 

このような状況下では、人口減少に伴う余剰施設の発生や少子高齢社会の進展に

伴う公共施設の利用ニーズの変化が想定され、今後の人口推移を見据えた公共施設

の再編や用途変更などの対応が必要になると考えられます。 

 

図表 2-2 燕市年齢構成別の人口推移 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001007702&cycode=0） 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口－平成 22（2010）～52（2040）年－」 

(平成 25 年 3 月推計)（http://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson13/3kekka/Municipalities.asp） 
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2-2 市有施設の現状 

(1)建物系施設 

1)保有状況 

燕市では、総施設数 290、総棟数 793、総延床面積 359,867 ㎡の建物系施設を保有

しています。(平成 25 年度末現在) 

施設類型別の保有状況では、学校教育施設（延床面積比 41.6％）が最も多く、次い

でスポーツ施設（同 10.9％）、市営住宅等施設（同 7.7％）の順となっています。 

 

図表 2-3 施設用途別公共施設数・延床面積(平成 25 年度末) 

施設類型 施設数 棟数 延床面積(m2) 

庁舎等施設 5 16 23,774.09  

集会施設 15 23 12,605.74  

文化施設 10 17 16,234.13  

スポーツ施設 25 49 39,212.95  

医療保健福祉施設 12 19 7,991.25   

保養観光施設 5 15 3,579.68   

産業振興施設 8 16 10,285.17  

市営住宅等施設 20 124 27,635.40  

消防施設 61 63 3,982.63  

児童福祉施設 32 51 23,513.57  

学校教育施設 28 240 149,767.82   

公園施設 14 33 1,943.63  

教職員住宅 2 2 743.32  

その他施設 37 83 6,066.93  

インフラ系関連施設 13 35 27,133.86  

環境衛生施設 3 7 5,396.57  

計 290 793 359,866.74 
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以下では、総務省「公共施設状況調経年比較表」の行政財産（注５）(建物延床面積合

計)を基に、平成 24 年度末現在の新潟県内各市を対象とした、人口一人あたりの建物

系施設の床面積と可住地面積（注６）１ヘクタールあたりの建物系施設の床面積を算出

し、比較しました。 

 

図表 2-4 県内市(人口 5～20 万人)の人口一人あたりの建物系施設の床面積比較 

 

燕市の公共施設における一人あたりの床面積は 3.91m2で、県内他市と比較すると

一人あたりの面積は広い方から数えて 20 市中 16 番目で下位にあります。 

また、県内市の平均から見ても、やや低い位置にあり、一人あたりの面積としては

過大な面積を保有していないことが読み取れます。 

 
参考 新潟県内市平均＝新潟県内全市の公共施設延床面積合計÷新潟県内全市の人口合計より算出 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成 25 年 3 月 31 日現在）」、総務省「公共施設状況

調経年比較表」(市町村経年比較表)（http://www.soumu.go.jp/iken/shisetsu/）を基に整理 

 

順位 市名称 
人口一人あたりの 
建物系施設の床面積 

（m2/人） 

1 魚沼市 8.73 

2 佐渡市 8.28 

3 十日町市 7.37 

4 胎内市 6.85 

5 糸魚川市 6.53 

6 妙高市 6.22 

7 村上市 6.20 

8 上越市 5.28 

9 南魚沼市 5.18 

10 小千谷市 5.14 
 

順位 市名称 
人口一人あたりの 
建物系施設の床面積 

（m2/人） 

11 柏崎市 4.85 

12 加茂市 4.69 

13 長岡市 4.45 

14 阿賀野市 4.24 

15 見附市 4.00 

16 燕市 3.91 

17 三条市 3.80 

18 五泉市 3.68 

19 新発田市 3.63 

20 新潟市 3.29 
 

http://www.soumu.go.jp/iken/shisetsu/
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（注５）行政財産：普通地方公共団体において公用又は公共用に供し、又は供することと決定した財産を

指します。(地方自治法（昭和二十二年四月十七日法律第六十七号）第二百三十八条第

三項より) 

（注６）可住地面積：可住地面積とは，総面積から林野面積と主要湖沼面積を差し引いた面積を指します。 
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図表 2-5 県内市(人口 5～20 万人)の可住地面積１ヘクタールあたりの 

建物系施設の床面積比較 

 

燕市の可住地面積１ヘクタールあたりにおける建物系施設の面積は 31.1 m2で、県

内他市と比較すると面積の広い方から数えて 4 番目です。県内市の平均から見ても、

高い位置にあることから、地形条件が良い割りには、身近に公共の建物系施設がたく

さんあることが読み取れます。 

 

 
参考 新潟県内市平均＝新潟県内全市の公共施設延床面積合計÷新潟県内全市の可住地面積合計より算出 
出典：総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた 2014」

(http://www.e-stat.go.jp/SG1/chiiki/CommunityProfileTopDispatchAction.do?code=1)、総務省「公共

施設状況調経年比較表」(市町村経年比較表)(http://www.soumu.go.jp/iken/shisetsu/)を基に整理 

 

 

順位 市名称 
1 ヘクタールあたりの 
建物系施設の床面積 

（m2/ha） 

1 新潟市 39.6 

2 加茂市 36.5 

3 見附市 33.7 

4 燕市 31.1 

5 柏崎市 28.1 

6 長岡市 28.0 

7 上越市 25.0 

8 三条市 24.8 

9 魚沼市 24.0 

10 佐渡市 22.8 
 

順位 市名称 
1 ヘクタールあたりの 
建物系施設の床面積 

（m2/ha） 

11 十日町市 22.8 

12 小千谷市 22.7 

13 糸魚川市 22.5 

14 胎内市 20.7 

15 妙高市 18.2 

16 南魚沼市 16.8 

17 阿賀野市 16.0 

18 村上市 15.1 

19 新発田市 14.6 

20 五泉市 13.1 
 

  

http://www.soumu.go.jp/iken/shisetsu/
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2)過去の整備状況 

燕市では、昭和 50 年代に施設の建設が集中していることから、建替えや更新等が

同時期に集中し、多額の費用が一時期に必要となることが予測されます。 

 

図表 2-6 公共施設の築年別延床面積 
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(2)インフラ施設 

1)保有状況 

燕市の平成 25 年度末現在の市道(一般道)の実延長は約 959km、市道(自転車歩行者

道)の実延長は約 117km、農道の実延長は約 65km、林道の実延長は約 5km となって

います。 

平成 25 年度末現在の橋りょうの実延長は約 5km、橋りょう数は 636 本です。 

そのうちの 554 本(87.1%)が、長さが 15m 未満の橋りょうとなっています。 

平成 25 年度末現在で、下水道管の総延長は約 263km、上水道管は約 646km とな

っています。 

 

図表 2-7 インフラ施設保有状況(平成 25 年度末現在) 

分野 区分 保有量 

道路 市道(一般道) 実延長 958,632ｍ 

  道路面積 5,799,486 ㎡ 

 市道(自転車歩行者道) 実延長 117,073ｍ 

 道路面積 327,514 ㎡ 

 農道 実延長 65,058ｍ 

  道路面積 388,682 ㎡ 

 林道 実延長 4,866ｍ 

  道路面積 19,464 ㎡ 

 橋りょう 

 

橋りょう数 636 本 

 実延長 5,369ｍ 

  橋りょう面積 35,748 ㎡ 

下水道 管きょ 延長 262,631ｍ 

上水道 導水管・送水管・配水管 延長 645,747ｍ 
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2)過去の整備状況 

燕市では、橋りょうは、昭和 40 年代~50 年代、平成 12 年～15 年に整備された施設が

多く、下水道管は平成 7 年以降、上水道管は昭和 53 年以降に整備された施設が多くなっ

ています。 

 

図表 2-8 建設年度別橋りょう面積 

 

図表 2-9 建設年度別下水道管延長 
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図表 2-10 建設年度別上水道管延長 
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2-3 財政状況の変化 

(1)歳入の推移（普通会計） 

燕市の歳入総額は、平成 21 年度以降、約 350 億円～400 億円の水準で推移してお

り、平成 25 年度の普通会計決算額は約 350 億円となっています。 

歳入のうち、市税等の自主財源は、全体の 40%台の約 170 億円～180 億円の水準

で推移しており、国・県支出金や地方交付税、市債等の依存財源の割合よりやや低い

水準で推移しています。 

 

図表 2-11 普通会計（歳入）決算額の推移 

 
出典：燕市地方財政状況調査表を基に整理 
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(2)歳出の推移（普通会計） 

燕市の歳出総額は、平成 21 年度以降、約 340 億円～400 億円の水準で推移してい

ます。 

普通建設事業費については、平成 24 年度における庁舎や学校の建て替え等に伴い、

94.8 億円に達しましたが、平成 22 年度以降、概ね 50 億円前後で推移しています。 

また、普通建設事業費（Ｐ15 図表 2-13 参照）のうち、建物系施設(総務費、民生費、

衛生費、教育費、住宅、その他)が占める割合は、平成 21 年度以降の平均をみると、

約 6 割程度となっており、残りの約 4 割が、道路や橋りょう等のインフラ施設に充て

られています。 

 

図表 2-12 普通会計（歳出）決算額の推移 

 
出典：燕市地方財政状況調査表を基に整理 
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（普通会計・上水道企業会計・公共下水道事業特別会計） 

 
上水道は燕市上水道企業会計、下水道は燕市公共下水道事業特別会計における、建設改良費を集計。上水道と下水道以外は、

普通会計における普通建設事業費を集計             出典：燕市地方財政状況調査表を基に整理 
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(3)歳入の中長期見通し（一般会計） 

歳入の中長期見通しでは、平成 30 年度以降、約 320 億円の水準で推移すると見込

んでいます。 

地方交付税や国・県支出金がほぼ同じ水準で推移するとの見通しに対して、市税収

入は人口減に伴って減少すると見込まれます。 

なお、将来の人口減少が進めば、自主財源の確保が一層厳しくなる可能性もあります。 

 

図表 2-14 燕市一般会計財政見通し（歳入） 

 
出典：燕市「燕市の中・長期財政見通し」（H27.3）（借換債を除く実質的な予算規模による財政見通し【一般会計】を

基に整理） 
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(4)歳出の中長期見通し（一般会計） 

歳出の中長期見通しでは、扶助費と公債費が今後増加傾向の見込みに対して、普通

建設事業費は、合併特例債事業が終えることから減少傾向で見込まれています。 

 

図表 2-15 燕市一般会計財政見通し（歳出） 

 

出典：燕市「燕市の中・長期財政見通し」（H27.3）(借換債を除く実質的な予算規模による財政見通し【一般会計】を基

に整理) 
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設から 20 年後と 40 年後に実施することで条件を設定。「建替え」の条件設定を、建設から 60

年とする。）で、全て更新したと仮定した場合には、直近 10 年間では年平均で約 28.3

億円、今後 30 年間では年平均で約 38.3 億円を要する推計結果となりました。 

特に平成 34 年度と平成 36 年度には、文化系施設の改修やインフラ系関連施設（浄

水場）の建替えが必要となることから年間で約 40 億円、平成 41 年度から平成 46 年

度にかけては、学校教育施設や文化施設、スポーツ施設、庁舎施設等の改修・改築の

周期が一気に重なることから、下記の前提条件のままであれば、６年間で約 370 億円、

年平均で約 62 億円もの更新費用が発生することとなります。 

なお、将来更新費用の推計結果（Ｐ19 図表 2-17 参照）でも、過去の事業量実績等

からみて、20～25 億円の幅を持たせた事業費を想定したとしても、これをはるかに

上まわる更新費用が不足することが読み取れます。 

 

図表 2-16 推計前提条件(更新周期／改修費用) 

施設分類 更新周期 更新費用(延床面積あたり) 

大規模改修費用 建替費用 

庁舎等施設 ・ 大規模改修周期は、施設

の建設から 20 年後と 40

年後に実施することで条

件を設定する。 

・建替えの条件設定は、建

設から 60 年とする。 

23 万円/㎡ 37 万円/㎡ 

集会施設 15 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

文化施設 23 万円/㎡ 37 万円/㎡ 

スポーツ施設 18 万円/㎡ 29 万円/㎡ 

医療保健福祉施設 18 万円/㎡ 30 万円/㎡ 

保養観光施設 18 万円/㎡ 29 万円/㎡ 

産業振興施設 18 万円/㎡ 29 万円/㎡ 

市営住宅等施設 17 万円/㎡ 28 万円/㎡ 

消防施設 18 万円/㎡ 30 万円/㎡ 

児童福祉施設 19 万円/㎡ 31 万円/㎡ 

学校教育施設 19 万円/㎡ 31 万円/㎡ 

公園施設 18 万円/㎡ 29 万円/㎡ 

教職員住宅 19 万円/㎡ 31 万円/㎡ 

その他施設 15 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

インフラ系関連施設 18 万円/㎡ 30 万円/㎡ 

環境衛生施設 15 万円/㎡ 25 万円/㎡ 

※上記の更新費用(延床面積あたり)は、当市の実績値を基に推計用として設定した㎡あたりの単価です。 

 ※実行費用については、個々の施設状況を把握し、その施設に適した周期や単価を設定します。  
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図表 2-17 将来更新費用の推計結果(年度別・施設種類別) 
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(2)インフラ施設 

インフラ施設に要する投資的経費の見通しは、下表の将来費用算出結果から、年平

均で約 30.5 億円を要することとなります。 

内訳を見ると、年平均で一般道や橋りょうが約 13～15 億円、上水道が約 3.6 億円、

下水道が約 12～17 億円となっています。 

(４)歳出の中長期見通し（一般会計）（Ｐ17 参照）で整理したとおり、今後のイン

フラ系施設(上水道、下水道を除く)に係る投資可能額を年間約 14 億円と見込みまし

たので、一般道や橋りょうの更新費用見通しとほぼ同額となります。 

また、上水道企業会計や下水道特別会計についても、普通建設事業費等の内訳（Ｐ

15 図表 2-13 参照）推移から、上記の更新費用見通し額とほぼ同額となりました。 

今後、修繕や改修が必要となるインフラ施設が増加した場合には、投資可能額が不

足することも想定されます。 

 

図表 2-18 将来費用算出結果(年度別・施設種類別) 
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3章 公共施設等管理の基本方針 

3-1 建物系施設 

(1)基本的な視点 

視点１：経営効率の向上  

公共施設の維持管理コスト（修繕費・改修費、光熱水費や保守点検等）の縮減を図

るとともに、公共施設の利用率向上に向けた取り組みを推進することで、事業収支を

改善し、経営効率を高めることにより、財政状況の改善を図ります。 

 

視点２：市民ニーズ等への対応  

市民ニーズや社会情勢の変化にきめ細かに対応し、必要に応じて施設の配置や規

模・機能の見直しを図ります。 

また、施設配置等の見直しにあたっては、循環バスの「スワロー号」や、デマンド

交通「きららん号」の充実に向けた取組を進めることで、利便性の確保に努めてまい

ります。 

これにより、市民ニーズに応じた最適な行政サービスの提供を推進するとともに、

利用率が低い施設や市民ニーズに合わなくなった施設の整理や縮小を行い、行政サー

ビス向上のための財源を確保します。 

 

視点３：機能性の維持と向上  

高度経済成長期に整備された建物系施設においては、老朽化が進み、安全性や機能

性など基本的な性能が阻害されている建物も存在することから、今後は改善に向けて

計画的な保全管理に努めてまいります。 

また、施設本来の機能に加え、ユニバーサルデザイン（注７）への対応や耐震性の確

保、市民ニーズや社会情勢の変化に合わせた機能の向上を推進してまいります。 

 

視点４： 環境負荷の低減  

施設の長寿命化や適切な施設の維持管理を行うことにより、資源・消費エネルギー

から発生する廃棄物や CO2を削減し、環境負荷の低減を図ります。 

 

 

 

 

（注７）ユニバーサルデザイン：障がいの有無や年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しや

すいように、あらかじめ、都市や生活環境をデザインする考え方です。(障害者基本

計画 H14.12.24 閣議決定より) 
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(2)具体的な取組内容 

1)施設情報の一元化 

庁内で総合的な施設管理を推進していくために、公共施設に係る情報を整理し、一

元化と共有化を図ります。 

平成 27 年度から、固定資産台帳（注８）の整備を含む新公会計（注９）システムの導入

に向けた取り組みを行いますので、導入後はより一層の共有化が図られると思われま

す。 

 

①新公会計システムの導入 

平成 27 年度と平成 28 年度の２ヶ年間で、建物系施設の固定資産台帳整備を含む、

新公会計システムを導入します。 

具体的には、現在の財務会計システムを基盤として、複式簿記（注10）の導入や、固

定資産台帳の整備を進めることで、各施設の経営状況や資産価値を適切に評価するこ

とができるようになり、客観的な尺度で施設経営の検討が可能となります。 

 

2)保有総量の最適化 

新公会計システムの導入等を通じて一元化された施設情報を基に、客観的な観点か

ら施設の現況を把握・分析するとともに、人口動向等の社会情勢や財政見通し、市民

ニーズの変化を踏まえながら、各施設におけるサービスの内容や水準の妥当性、効率

的な活用、集約化の可能性を検討し、施設の保有総量の最適化を図ります。 

 

 

（注８）固定資産台帳：公有財産の管理及び有効活用のために使用する補助簿で、品目ごとに取得価額、

償却額、償却後の帳簿残高、廃棄または売却に関する記録などを記入するものです。

（総務省「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」(H26.4)等より） 

（注９）新公会計：地方公共団体の財務情報の透明性の向上、及び財政の効率化・適正化に向けて、企業

会計の原則に基づく財務書類の整備等を進めるものです。(総務省ホームページ「地

方公会計の整備」(http://www.soumu.go.jp/iken/kokaikei/)等より) 

（注10）複式簿記：お金の動きを原因(物品の取得等)と結果(現金の減少等)の二つの視点から記録する帳簿

方法で、多くの企業で採用されています。 
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①質の見直し 

今後の財政的負担の状況も勘案しながら、各施設が提供するサービスの維持すべき

内容やレベルについて検討し、施設の機能水準の見直しを行います。 

また、法令等により定められた内容や水準への適合について再確認し、適合してい

ない施設がある場合は、早急に改善を図ります。 

 

②量の見直し 

庁内で、施設の必要性、必要とする総量や規模、他の施設との集約化について検討

します。 

なお、点検・診断等により危険性が認められた公共施設や、老朽化等により供用が

廃止され、なおかつ今後とも利用見込みのない公共施設等については、必要に応じて

解体撤去を行います。 

施設の性質上、廃止ができない施設については、機能の維持を前提として規模の適

正化を検討します。 

 

③施設等の集約化 

類似施設の統合や施設の共用による効率化等を検討し、施設の新築や改築及び増築

を行う場合には、個々の施設を単独で建て替えるのではなく、施設を複合化するなど、

施設総量の抑制や維持管理費用の縮減についても検討を行います。 

また、集約化の検討については、本市の「総合計画」をはじめ、「都市計画マスタ

ープラン」、「公共交通基本計画」など、まちづくりに関する方針を踏まえた施設規模

や交通の利便性、高度利用の可能性等も考慮して検討を進めてまいります。 

なお、学校施設については、文部科学省が示す適正規模・適正配置等に関する手引

を参考に検討してまいります。  

 

④規模の適正化 

最適な保有水準とするため、施設の改修や改築については、規模の適正化を図り検

討を進めてまいります。 

 

⑤収益の確保 

施設の統廃合や複合化、移転改築、集約化、再編整備等に伴い余剰となった建物・

土地は、原則として売却します。  

また、平成 18 年度の地方自治法の改正により可能となった、行政財産の余裕面積

の貸し付け等を積極的に行い、施設が生み出す収益の確保に努めてまいります。 

 

3)保有資産の有効活用 

転用可能な施設や、余剰スペースなどを含む保有資産に関する情報を一元化すると

ともに、今後新たに整備が必要となる施設に関する情報も集約する仕組みづくりを行
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い、施設の利活用に関する全庁的な総合調整を図ります。  

また、保有資産の一層の有効活用を図るため、必要に応じて用途変更や貸付け、処

分を行うことにより、市民ニーズの変化や制度の変更に対応し、不要となった施設な

どを積極的に転用することで、有効活用を図ります。 

なお、今後も利用見込みの少ない公共施設や老朽度の高い施設については、倒壊の

危険性や近隣居住環境と周辺景観への影響などを踏まえ、優先順位を定めて計画的に

建物の除却を進めてまいります。 

 

4)施設の長寿命化 

保有総量の最適化や保有資産の有効活用を検討した結果、継続して保有することと

した施設については、大規模改修の周期を待たずに、必要に応じてこまめに手を掛け

ることにより、施設の長寿命化を図ります。 

また、長期的な視点に立った計画的な改修や改築により、財政負担の平準化を図っ

てまいります。 

 

①長寿命化の目標設定 

長寿命化の取り組みについては、より実効性のあるものとするため、施設の耐用年

数と維持管理経費について、基本的な数値目標を設定します。  

 

一般建築物における数値目標 

・ 建築物の耐用年数は、原則として 70 年を目標とします。  

・ 各年度の修繕や更新費用については、当分の間、現行水準並みを目標とし、大

幅な増加を招かないように努めます。   

 

②劣化状況の把握 

建物の内外装や設備など、部位毎に定期点検を行うことにより、公共施設等の劣化

状況の的確な把握や問題の早期発見に努めてまいります。 

 

③計画的な取組 

費用対効果が見込まれない施設や、安全上の観点から建て替えが必要な施設を除き、

長寿命化計画の検討を進めてまいります。 

耐震化については、全ての施設において耐震補強が完了し、耐震化が図られた教育

施設以外についても、耐震補強の優先順位を検討するとともに、引き続き計画的な取

り組みを進めてまいります。 

 

5)維持管理の効率化 

施設にかかる維持管理経費を削減するため、光熱水費などの経費の実態を把握し、

効果的な運用により経費の削減を図ります。 
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①民間活力の導入 

将来の財政負担を軽減するため、各施設における民間活力の導入を検討してまいり

ます。 

 

②環境への配慮 

施設の特性に応じ、ESCO 事業（注11）の導入を図ることにより、省エネルギー改修

を実施するなど、環境に配慮した施設運営を目指します。 

 

3-2 インフラ施設 

(1)基本的な視点 

インフラ施設は、市民生活にとって重要度が高く、また、建物系施設のように、統

廃合や複合化といった対応が困難なため、経費の縮減余地が極めて少ない公共施設で

す。 

インフラ施設においては、既に策定されている本市の「橋梁長寿命化修繕計画」を

はじめ、「公共下水道全体計画」、「下水終末処理場及び管渠の長寿命化計画」、「水道

ビジョン」などの方針や計画に基づいて事業を進めてまいります。 

なお、新規整備等で方針検討が必要な場合や、策定済みの既計画を見直す場合には、

本管理計画の基本方針に基づく方針等を踏まえた中で、検討を進めてまいります。 

 

（注11）ESCO(エスコ)事業：ESCO とは、Energy Service Company の略で、省エネルギー改修にかかる

全ての経費を光熱水費の削減分で賄う事業です。(経済産業省資源エネルギー庁

「ESCO 導入のてびき（自治体向け）」(H18.8)より) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)具体的な取組内容 

分野ごとの特性を考慮した計画的な維持管理や更新を行います。 

 定期的な点検によるインフラ施設の損傷程度の早期把握、対策の評価 

 点検結果や補修履歴等の蓄積、活用の推進 
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 ライフサイクルコストを考慮した効果的な長寿命化対策の実施。事後保全から

予防保全への転換 

 

安全性や経済性及び維持管理の工夫等、必要な機能を取り入れたインフラ施設整備

の推進と新技術や新制度の積極的な活用を検討し、必要に応じて民間活力導入の検討

も進めてまいります。 

 

3-3 公共施設等総合管理計画の進行管理について 

(1)公共施設等総合管理計画の位置付けと進行管理 

本管理計画の基本方針は、各施設の具体的な方向性や方針を統括する全体計画とし

て位置付け、建物系施設とインフラ施設を合わせて、公共施設の一体的、総合的なマ

ネジメントの推進を図るものとします。 

なお、公共施設については、施設類型ごとの位置付けや、その施設の重要性により

更新や維持保全に関する対応方法が異なることから、各施設の具体的な方向性や方針

を決定する実施計画が出来るまでは、施設類型ごとの個別計画の推進を優先させるこ

ととします。 

また、本管理計画の基本方針と実施計画については、PDCA（Plan：計画の策定 

Do：実行 Check：点検 Action 見直し）サイクル（注 12）等の進行管理を行い、公共施

設全般のマネジメントに関する進行管理についても併せて検討してまいります。 

 

(2)フォローアップの実施について 

今後、個別の施設類型ごとに策定された、長寿命化計画等があるものについては、

フォローアップを実施し、適宜見直しと内容の充実を図ってまいります。 

 

 

 

（注 12）PDCA サイクル：計画の策定（Plan）→実行（Do）→点検（Check）→見直し（Action）の手順

を継続的に繰り返して実施することで、政策の目標達成に向けた取り組みを適切に

評価するとともに、取り組みの改善を進めていく仕組みです。 
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4章 推進体制 

4-1 推進体制の構築 

平成 26 年 6 月 26 日に燕市公共施設等総合管理計画策定会議（以下「策定会議」

という）を設置し、会議の所掌事務における専門事項を調査研究するための燕市公共

施設等総合管理計画策定ワーキンググループを置き本管理計画の基本方針を策定し

ました。 

引き続き、策定会議を中心として、各施設の具体的な方向性や方針等を示した実施

計画を策定し、基本方針も併せた進行管理やフォローアップを進めてまいります。 

 

(1)全庁的な統括 

建物系の施設マネジメントと、インフラ施設の長寿命化対策等は、現状においては、

分野ごとに取り組みを進めていますが、将来的には、一体的にマネジメントを行い、

財政負担の軽減化や年度ごとの平準化を検討してまいります。 

そのためには、策定会議を中心として、関係部門が協議や連携を図りながら、燕市

のまちづくりに関する各種の計画や、施設類型ごとの長寿命化計画等と総合調整を行

い、全庁に渡る統括的な推進を図ってまいります。 

また、本管理計画の推進に伴う、事業優先度や予算配分の仕組みづくりについても、

連携して検討を行ってまいります。   

 

(2)公共施設等全般の統括 

公共施設等の総合的なマネジメントの推進については、新公会計システムの構築や

運用、施設長寿命化指針の作成支援など、まずは建物系施設のマネジメント業務を推

進することとします。 

なお、インフラ施設については、各分野で維持管理の方針や更新の考え方が異なり

ますが、本管理計画の基本方針も含めた中で検討を行ってまいります。 

 

(3)情報管理・共有化の必要性 

公共施設等の総合的なマネジメントを推進するためには、全ての施設情報を一元的

に管理し、全庁的な共有化を図る必要があることから、平成 27 年度以降については、

新公会計システムの導入に伴う固定資産台帳整備により、一元化された情報を元に、

施設の集約化や統廃合の検討を行ってまいります。 
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【補訂】令和７年３月 

「公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針」（総務省 平成 26 年４月 22 日

策定）が改訂（令和５年 10 月 10 日）されたことによる補訂 

 

「第２章 現状と課題」に次の項目を加える。 

〇 施設保有量の推移 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

延床面積 

（㎡） 
341,387 340,415 327,923 329,109 329,087 328,907 328,334 327,153 326,408 326,332 

※道路、橋梁等のインフラ系施設を除く 

 

〇 有形固定資産減価償却率の推移 

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 
有形固定資産

減価償却率 

（％） 

- - 39.1 42.3 45.8 49.4 52.6 53.8 55.1 56.3 

※固定資産の老朽化が耐用年数に対してどの程度進んでいるのかを全体的に把握する指標 

※土地の非償却資産を除く 

 

〇 これまでに行った統廃合 

１．燕市建物系公共施設保有量適正化計画（平成 31 年 3 月策定） 策定前の実績 

≪三市町合併後の統廃合実績≫（平成30年度まで） ※計画 9 ページに記載 

地区 施設名称等 年月 区分 延べ床面積(㎡) 

燕 燕南幼稚園 H23.1 解体 895.00 

燕 市営仲町駐車場 H24.4 売却 2,736.57 

燕 長所保育園 H25.2 解体 289.00 

燕 つばめ第２デイサービスセンター H25.4 譲渡 683.71 

燕 つばめ第３デイサービスセンター H25.4 譲渡 948.90 

燕 旧保養所 たのうら燕 H26.6 売却 1,396.64 

燕 市役所燕庁舎本館 H26.10 解体 2,751.40 

燕 燕保健センター H26.10 売却 695.38 

燕 燕勤労青少年ホーム H28.7 解体 1,111.64 

燕 三王渕教職員住宅 H30.1 解体 745.24 

燕 福祉の家倉庫 H30.11 解体 327.10 

吉田 吉田旭町保育園 H24.4 譲渡 496.34 

吉田 吉田第２デイサービスセンター H24.10 譲渡 995.47 

吉田 吉田神田保育園 H26.4 貸付 696.00 

吉田 吉田学校給食センター H26.11 解体 1,082.61 
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吉田 吉田南保育園 H27.4 貸付 682.50 

吉田 市役所吉田庁舎分館 H27.10 貸付 156.07 

吉田 事務所（吉田大保町） H28.4 貸付 317.16 

吉田 吉田八千代保育園 H29.4 解体 515.54 

吉田 事務所（吉田西太田） H30.５ 貸付 83.63 

分水 分水ｺﾐｭﾆﾃｨﾃﾞｲﾎｰﾑ（旧中島保育園） H23.１ 解体 319.64 

分水 市役所分水庁舎 H25.12 解体 2,696.81 

分水 分水教職員住宅 H25.12 解体 1,140.32 

分水 分水観光倉庫 H26.10 解体 145.75 

分水 分水保健福祉センター H28.４ 譲渡 1,315.27 

分水 分水デイサービスセンター H28.４ 譲渡 405.50 

分水 生活支援ハウス分水こでまり H28.４ 譲渡 549.81 

＜H18.4～H31.3 までに減らした公共施設の床面積＞ 24,179.00 

 

２．燕市建物系公共施設保有量適正化計画（平成 31 年 3 月策定） 策定後の実績 

≪燕市建物系公共施設保有量適正化計画による統廃合実績≫（令和元年度以降） 

地区 施設名称等 年月 区分 延べ床面積(㎡) 

燕 白山町児童館 R4.4 貸付 215.31 

燕 旧燕北幼稚園 R4.6 解体 877.07  

燕 燕東小学校プール R6.5 解体 1,071.00  

燕 小池保育園 R6.4 貸付 862.36 

燕 水道町保育園 R6.4 貸付 740.77 

燕 新生町団地 R6.6 解体 1,224.00 

燕 緑町団地 R6.7 解体 1,126.80 

燕 栄町団地 R6.11 解体 338.28 

吉田 吉田西太田保育園 H31.4 譲渡 1,354.22 

吉田 富永住宅団地 R2.8 解体 324.00 

吉田 東栄町住宅 R4.11 解体 1,284.00 

吉田 吉田北小学校プール R6.1 解体 925.00  

吉田 粟生津小学校プール R6.3 解体 943.00  

吉田 吉田日之出町保育園 R6.7 売却 761.30 

分水 笈ケ島保育園 R3.10 売却 674.20 

分水 地蔵堂保育園 R4.6 解体 1,126.24 

＜R 元.4～R7.2 までに減らした公共施設の床面積＞ 13,847.55 
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〇 長寿命化対策を反映した場合の見込み及び対策の効果額 

燕市建物系公共施設保有量適正化計画（平成 31 年 3 月策定）64～66 ページに記載 

 

「第３章 公共施設等管理の基本方針」に次の項目を加える。 

〇 点検・診断等の実施方針 

燕市公共建築物点検マニュアル（平成 27 年 3 月策定）及び燕市公共建築物維持保

全の手引（令和 3 年 3 月策定）に基づき、公共施設の計画的な点検を実施しています。 

また、点検等の履歴を保存・蓄積し、老朽化対策や改修計画等に活用します。 

 

〇 耐震化の実施方針 

燕市耐震改修促進計画（平成 29 年 3 月策定）15～22 ページに記載 

 

〇 ユニバーサルデザイン化の推進方針 

「新潟県福祉のまちづくり条例」に基づいた公共施設の新築や改修を実施し、高齢

者や障がい者等が安全かつ快適に活動できるような福祉のまちづくりを推進します。 

 

〇 脱炭素化の推進方針 

燕市地球温暖化対策実行計画及び燕市ゼロカーボンシティ宣言に基づき、「2050 年

までに二酸化炭素排出量実質ゼロ」の実現に向け、EV 車両や省エネルギー性能に優

れた機器の導入等により温室効果ガスの排出を抑制し、脱炭素化に向けた取り組みを

推進します。 

 


